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 社会保障分野では、1959 年に『国民年金法』が成立、1961 年には皆保険・皆年金体制
が発足した．また、社会福祉の領域では、『精神薄弱者福祉法』、『老人福祉法』、『母子福祉
法』が制定され、施策が領域ごとに独立・多様化し、福祉六法体制が確立した．  
1970 年代には高齢化率が 7％を超え、高齢化社会に突入した．1971 年には施設整備の
立ち遅れをカバーするための、「社会福祉施設緊急整備５ヵ年計画」が実行に移され、緊急
に「収容」を必要とするための高齢者、障害児者のための施設整備に重点が置かれた．  
さらに 1973 年に、国は 70 才以上の老人医療費自己負担を無料とする老人医療費支給制























































































































































































ス提供が求められるので、効率性へのインセンティブが作用することになる ２０．  














連しているので、購入者・供給者間でのリスクシェアリング（危険分散）が求められる ２４．  
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   わが国の社会福祉政策は第二次世界大戦後から本格的展開をみるが、時代背景に応じた
特徴がみられる．これらの展開過程を供給体制や公私関係に焦点を当てて整理し、各時代















にする．   
第２章「イギリス国民保健サービス・コミュニティケアにおける『市場化』と準市場の原理」では、イ
ギリスがわが国に先行して市場化を進行させた背景や経緯について整理する．次にルグラ






















































したうえで、第三に福祉サービスの脱市場化へ向けた構想を提示する．   
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第 1 章  わが国の社会福祉政策の動向と背景  
 
 





























 すなわち、わが国の社会福祉政策の展開過程の第一期を、終戦から 1950 年代までを、
戦後復興と公的扶助を中心とした戦後福祉国家体制の始まりをみた「揺籃期」と位置づけ
る．第二期は高度経済成長下の社会福祉がその余力によって拡充されてきたことと、社会
的な要求の高まりとによって急速に整備されてきたことに鑑みて、1960 年代から 1973 年














                                                   
１  宮田和明   『現代日本社会福祉政策論』ミネルヴァ書房、 1996 年、資料編 8-9 頁．  
２  相澤與一  『社会保障の保険主義化と「公的介護保険」』あけび書房、 1996 年、 38-44 頁．を参照． 
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第 2 節 揺籃期におけるわが国の社会福祉  
  
わが国の社会福祉における揺籃期は、「戦後復興」を最大の課題とする終戦直後の 1945
年から 1950 年代までの時期である．  
 経済安定本部の調査によれば、わが国は第二次世界大戦によって、全体の国富のうち
35.6％（1948 年）までが破壊された．さらに終戦直後の失業状態をみれば、 1945 年 12











て要求しうるものである２  と言われるに至った．  
 しかしながら生存権が規定されたといっても、敗戦による混乱は続いており、何よりも
生活困窮者の最低生活を保障することが喫緊の課題とされた．  
1945 年 12 月には、失業者・貧困者に対する援助等の詳細かつ包括的な計画の提出、救
済における軍人の特別待遇の禁止、恒久的な救済法令の制定を指令した GHQ（占領国軍
最高司令部）覚書「救済ならびに福祉計画の件」  
（SCAPIN 404:Relief and Welfare Subject ）３  が出された．次いで 1946 年 2 月には、





いわゆる GHQ の三原則が盛り込まれていた４．1946 年 4 月には、閣議決定によって「一
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般国内生活困窮者」を対象とした ５『生活困窮者緊急生活援護要項』が制定された．  

























 1950 年に入ると、「現下の社会経済事情並びに日本国憲法第 25 条の本旨に鑑み緊急に
社会保障制度を整備確立するの必要ありと認め」た社会保障制度審議会による『社会保障





















会」には、「その活動はほとんど見るべきものがない」 １２とまでいわれた．  
 翌年には、戦前に制定された『社会福祉事業法』を、1949 年の占領軍の「 6 項目要求」




（ district system of welfare administration ）、 第 二 に 市 福 祉 行 政 の 再 編 成
（ reorganization of city welfare administration）、第三に助言・相談および分野別サービ
ス（ consultant and field services）、第四に政府の関与に関する現行規則および指令の検
討 （ review its present regulations and directives with respect to government 
participation in the organization）、第五に国家福祉機関の導入（ invite such interested 
National Welfare Agencies）、最後に福祉職員に関する現任訓練の実施（ a national plan 
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第 3 節 余力・応急的拡充期におけるわが国の社会福祉  
 
1960 年代から石油危機までの社会的状況を概観すると、以下のようになる．  
 わが国は高度経済成長期に突入し、技術革新と国際競争力の強化によって輸出が大幅に
伸び、経済成長を支える原動力となった．とりわけ 1960 年代の 10 年間の平均成長率は実



























た「成長から福祉へ」というスローガンが唱えられることになった．   


































































の不振の原因は、社会保障以外にあるというのが、今日の定説である」（ 19 頁）とした．  




福祉施設の整備」が、第 6 節に「福祉サービスの充実」が取り上げられている．   
 まず、社会福祉施設の整備の立ち遅れについて、同書はその原因を、「社会保障制度全体
が、まだ過渡期の段階であったとはいえ、施設整備のための資金供給が著しく不足してい
たことによる」１２と指摘し、1975 年度までの 5 年間に総額 3500 億円の資本投下を行う
整備計画を示している．これを受けて、 1971 年度から実際に、『社会福祉施設緊急整備５
ヵ年計画』として実行に移されることとなった．この計画の主眼は、緊急に収容を必要と






金を無料とし、その費用は国が 6 分の 4 を、6 分の 1 ずつを都道府県と市町村が負担する
ものであった．  
ところが初年度の動向を見ると、老人医療対象者は 6％にもかかわらず、その療養給付
費は総額の 2 割を占めた．また一人当たりの医療費で見ると、高齢者分は他の 3.7 倍に相




手当制度を新設し、1973 年は「福祉元年」と称された．  
 しかしその一方で、ドル・ショックや第一次オイルショックによるインフレーションと
世界的な不況の影が、従来の我が国の社会保障推進の財政的基盤を動揺させることになる．   
このような高度経済成長によるわが国の社会福祉の発展経緯を踏まえた上で、わが国の
国家財政における社会保障関連支出の推移をみてみよう [表 1－3－1]．  
 
［表 1－3－1］ 社会保障費の国家財政に占める割合  
 1960 1962 1964 1966 1968 1970 1972 1973 
社会保険  4.9 5.5 5.9 7.1 7.6 8.0 7.8  7.8 
公的扶助  3.0 2.7 2.8 2.9 2.8 2.7 2.7 2.5 
社会福祉  0.9 1.0 1.3 1.4 1.5 1.7 1.9 2.5 
合   計  14.1 14.6 15.7 16.8 15.7 16.1 16.2 16.9 






てみよう [表 1－3－2]．  
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[表 1－3－2]  社会保障給付費対国民所得比の国際比較  
 日本  仏  西独  オランダ  スウェーデン  イギリス  西欧五カ国平均  
1960 年  5.7 17.4 19.9 12.6 13.6 12.9 15.4 
1965 年  6.1 18.9 20.1 16.9 16.8 14.1 17.1 
1970 年  5.8 17.8 20.5 22.2 23.0 15.9 19.7 
1975 年  9.4 26.9 29.0 30.2 30.9 19.3 27.3 
社会保障制度審議会事務局編『社会保障統計年報』、各年版より作成  
 
このように、『勧告』が掲げた目標は 1960 年と 1975 年、あるいは 1965 年と 1970 年の
実績を比べてみても格差はかえって拡大し、「国を挙げての努力」は不発に終わった．  
さらに、社会福祉施設の整備状況は以下のようなものであった [表 1－3－3]．  
 
[表 1－3－3] 社会福祉施設整備の目標と実績（定員数）  









































保   育   所  122900 1625000 1802336 110.9％  
1970 年度末実績、1975 年度末目標…『厚生行政の長期構想』  
1976 年度実績…『社会福祉施設調査』 (厚生省 )より  
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第 4 節 圧縮期におけるわが国の社会福祉  
 








増加率は次第に低下し、1979 年では 8％台へ、1989 年には遂に 3％台となった．同時に、
核家族世帯率が上昇し、全世帯数の 6 割となった．また、人口増加率の低下は、高齢化率






支持率が、1972 年の 40％から 1987 年には 28％に、一方で「一人立ちできればあえて結












次に雇用、消費と物価の動向をみてみると、以下のようになっていた．   



















点は 20－24 歳で変わらないが、1980 年、1988 年の調査８では第一の底が浅くなり、それ







 また、平均労働時間の長さは 1980 年代初頭から、いわゆる「過労死」の問題を顕在化
させた．1988 年 6 月から開始された過労死弁護団全国連絡会議が実施している電話相談で
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は年間 800 件以上に上り９、事態の深刻さを伺わせることになった．   
 また、消費者物価指数は 1974 年から 1979 年までに 22.8 ポイント上昇し、それに応じ
て月給や月間支出も増大した．   












第 2 項  圧縮期における経済的状況  
（１）石油危機前後  
高度経済成長の末期に始まった「列島改造ブーム」によって、わが国は狂乱物価に踊ら
されていた．当時の卸売物価指数（総平均）の動向は、以下の通りである [表 1－4－1]．  
 
［表 1－4－1］卸売物価指数（総平均値）の推移  
 1971 年  1972 年  1973 年  1974 年  1975 年  1976 年  
Ⅰ  －0.6 －0.7 9.3 35.5 7.0 3.5 
Ⅱ  －0.9 －0.5 12.4 35.5 3.3 5.4 
Ⅲ  －0.6 0.3 17.3 32.3 1.0 6.8 
Ⅳ  －1.0 4.1 24.0 23.3 1.0 6.4 
前年同期比、数字は％  
出典：東洋経済新報社  『経済統計年鑑』、1977 年版  
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 前年同期比ベースでは、 1971 年Ⅰ期から 1972 年Ⅱ期まではマイナスであったものが、
翌Ⅲ期からはプラスに転じ、Ⅳ期には 4.1％も上昇した．そして 1973 年Ⅱ期以降からは二
桁の上昇率という状況になった．  
 このような中、1973 年度予算の概算決定では、一般会計は前年度比 24.6％増、財政投























 1974 年度の一般歳入に占める国債発行への依存度は 11.3%に達し、翌年には、一気に
25.3%、1976 年度には 29.4%、さらに 1977 年度には 32.9%と上昇の一途をたどる．しか
し、その一方で租税負担率を見てみると、以下のようになっていた ［表 1－4－2］．  
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［表 1－4－2］租税負担率の推移  
年  1973 年  1974 年  1975 年  1976 年  1977 年  1978 年  
租税負担率  21.4％  21.3％  18.3％  18.8％  18.9％  20.6% 
                                出典：総務庁統計局  『第 45 回 日本統計年鑑』  
  
租税負担率は 1975－77 年度において 18％台へと低下した．これは当時の国民の負担す
べき分を国債に転嫁していたことになり、やがて大きなツケを残すことになった．  



















 二度の石油危機を乗り切ったわが国は、新たな局面に突入する．  


































という点で『いざなぎ景気』…とよく似ていると言える」と楽観視していた ２５．  
しかし、その崩壊がついに始まった．1989 年 12 月 29 日に平均株価で 38,915 円を記録
したのを最後に、土地関連融資の総量規制と公定歩合の 6％への引き上げを契機として、
バブル景気は減速過程に突入した．  
ここで、1980 年代の国家財政を見てみよう [表 1－4－3]．  
 
［表 1－4－3］一般会計歳出における公債依存度、経済成長率と租税負担率の推移  
 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 
一般会計歳出  42.5 46.8 49.7 50.4 50.6 52.5 54.1 54.1 56.7 60.4 66.2 
公債依存度  33.5 26.2 21.0 26.5 25.0 22.2 20.2 19.4 15.6 11.8 8.4 
経済成長率  3.5 3.4 3.4 2.8 4.3 5.2 2.6 4.3 6.2 4.8 5.2 
租税負担率  22.2 22.8 23.1 23.4 23.9 24.1 25.0 26.6 27.5 27.8 28.1 
＊一般会計歳出の単位は 10 億、公債依存度、経済成長率、租税負担率については％  
                                  総務庁統計局 『第 45 回 日本統計年鑑』  
 
 一般会計歳出額は、バブルの絶頂期には大台の 6000 億円に乗り、公債依存度もひと桁











功序列制の見直しは、その華々しさの影で忘れ去られたのであった．   
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第 3 項  圧縮期におけるわが国の政治的状況  
（１）保守政権の安定的基盤の確保  








への対応策を政策体系の中に強力に組み込んだ．   

























大蔵大臣は、無料化は存続するが、来年度予算では見直すことを確認していた ３３．  
老人保健医療問題懇談会は、1977 年 10 月に『今後の老人保健医療対策のあり方につい
て』を発表し、高齢者の増加、財政状況の変化を理由とした医療保険制度間の負担の平準
化、老人医療への自己負担制度の導入を検討し始めた ３４．  












1981 年度については見直す」３７ということになった．  
1980 年 5 月、野党から出された内閣不信任案が可決され、大平首相は衆議院を解散した．















































のであった．   
 
第 4 項  圧縮期におけるわが国の社会福祉政策の動向  
石油危機以後の圧縮期において、政府は経済成長率の低下による租税収入の減少を放置、
財政基盤の強化を怠ったままに、公共事業中心の財政運営を行い、歳出を増加させた．し








 1965 年から 1970 年にかけての記録的な好況によるパイの拡大に基づいて、わが国の社
会福祉政策は国際的には低水準ながらも拡大路線をとる．しかし、1973 年秋の第四次中東






























































































そこで、1970 年代の社会保障関係費当初予算並びにその内訳を見てみよう [表 1－4－4]、
[表 1－4－5]．  
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［表 1－4－4］社会保障関係費当初予算の推移（％） 
 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 
対予算構成比  14.4 14.3 14.3 14.8 16.9 18.5 19.8 20.0 19.8 19.8 
対前年比  20.5 17.8 22.1 28.8 36.7 35.8 22.4 18.4 19.1 12.5 
対国民所得比  5.9 6.1 6.3 6.8 7.2 8.4 10.0 10.8 11.5 13.0 
経済成長率  8.3 5.3 9.7 5.3 -0.2 3.6 5.1 5.3 5.1 5.3 
                                         財政調査会編 『国の予算』各年版より作成  
 
[表 1－4－5］社会保障関係費当初予算の内訳（％） 
 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 
生活保護  20.6 20.0 20.2 17.8 16.1 14.2 13.9 13.4 13.0 12.7 
社会福祉  10.5 11.3 12.7 16.2 15.7 16.5 17.3 17.7 17.0 17.0 
社会保険  55.6 56.0 55.3 56.1 60.3 62.0 62.3 63.0 64.4 65.0 
保健衛生  13.3 12.8 11.8 10.0 7.9 7.3 6.5 6.0 5.6 5.3 
社会保障関係費における構成比  









































表され、個別的な施策の目標数値を掲げた．    
ここで、わが国の社会保障関係費推移や内訳等を見てみよう [表 1－4－6]、[表 1－4－7]、
[表 1－4－8]、[表 1－4－9]．  
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［表 1－4－6］一般会計における社会保障関係費の推移 (対前年比 ) 
 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 
% 7.7 7.6 2.8 0.6 2.0 2.7 2.7 2.6 
    社会保障制度審議会事務局編  『社会保障統計年報』、各年版  
 
[表 1－4－7]社会保障関係総費用の国民所得に占める割合  
 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 
% 13.2 14.0 14.5 14.7 14.7 14.9 15.5 15.9 
                  社会保障制度審議会事務局編  『社会保障統計年報』、各年版  
 
［表 1－4－8］社会保障関係総費用の推移（構成比・対前年比）  
 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 












































































                                                    上段は構成比、下段は対前年比   













大空博編 『頑張れ日本経済』、読売新聞社、1994 年  
 
[表 1－4－6］から、1980 年代初頭には、社会保障関係費の伸び率は 7％台を維持してい
たものの、1983 年、つまり第一次中曽根内閣の時期から急激に低下している．分野別の動
向では、社会福祉が対前年比 18％以上もの削減をされている ［表 1－4－8］．そのため、社



















 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 
租税負担率  22.2 23.0 23.3 23.7 24.3 24.6 25.5 27.5 
社会保障負担率  9.1 9.8 10.1 10.2 10.7 10.9 11.0 11.5 




 臨調路線の中での福祉動向は、次表のように整理できる [表 1－4－10]．  
 
［表 1－4－10］1980 年代の社会福祉動向  
年  動   向  
1980 年  
1981 年  
 
1982 年  
 
 
1984 年  
 
 




1986 年  
 
 
1987 年  
 
1988 年  
1989 年  
老人ホームの費用徴収基準の変更 
児童手当支給要件上限額の引き下げ  
生活保護運用の「適正化」（123 号通知）  
老人保健制度の新設（本人一部負担の復活）      
家庭奉仕員派遣拡大  
デイサービス、ショートステイ  の登場  




生活保護費の国庫負担の一部地方への転嫁     
児童手当制度改革（支給期間の短縮） 
厚生省「シルバーサービス振興室」設置 
精神薄弱者援護施設にも費用徴収制度と扶養義務者からの費用徴収      
厚生省「医療関連サービス振興室」設置  
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第 5 節 構造改革期におけるわが国の社会福祉  
 
本節では構造改革期、すなわち 1990 年代以降のわが国の社会福祉政策の展開を、前節と
同様に、わが国を取り巻く情勢、背景を整理したうえで概観する．   
 
第 1 項  構造改革期におけるわが国の生活構造  
（１）人口動態  
 1990 年代に入ると少子高齢化の傾向は一層顕著になる． 2003 年には合計特殊出生率が
1.32 の水準まで落ち込む一方、65 歳以上の高齢者の人口が 1000 万人を超えたとの報道は
記憶に新しい．そこで、まず人口動態の概要を見てみよう [表 1－5－1]．  
 
 [表 1－5－1]総人口、人口増加率、就業者率、世帯構造、高齢化率の推移  









































































        総人口単位：100 人   





る．年少人口は長期減少過程に突入し、2050 年には 1084 万人となる．同じく、生産年齢
人口は、現在の 3 分の 2 程度の約 5400 万人になるとされている．その一方で、老年人口
は 2043 年にピークに達した後、2050 年には緩やかになり、約 3600 万人になるとされる１．
次に少子化に注目して「合計特殊出生率」を見てみよう [表 1－5－2]．  
 
［表 1－5－2］合計特殊出生率の推移  
年  1960 1970 1980 1990 1992 1994 1996 1998 2000 2002 
率  2.00 2.13 1.75 1.54 1.50 1.50 1.43 1.38 1.36 1.32 
社会保障統計年鑑、各年版より作成  
 
 合計特殊出生率は 1980 年代以降から急激に低下、1990 年以降からは 1.5 前後で推移し、
2000 年代にかけては 1.3％の水準にまで低下した．今後、少子高齢化が急速に進行し、2025
年には出生率は 1.10（低位推計）にまで落ち込むと予想されている ２．  
 この出生率低下の原因には未婚率の上昇、晩婚化、出産タイミングの遅れなどが指摘さ
れるが、最近の出生率の低下は主として 20 歳代の出生率低下に原因があるとされる．厚















 次に産業構造の変化を GNP シェアで見る産業別比率でみると、一貫して一次・二次産
業の減少と、第三次産業の増加傾向がみられる．特に IT（情報技術）産業の発展によるサ
ービス業の小人数化、効率性の上昇が特徴である．製造業は 1985 年以来 6 年ぶりの減少
となり、その一方で建設業、卸小売業、サービス業はそれぞれ増加した４．  
 また、日本経済新聞社の『日経財務データ』５によると、上場企業の人件費の推移は 1986






日本人事行政研究所が 1992 年 10 月に実施した調査６でも人材の過剰感は現れており、
雇用状態について「過剰」とする企業は 7.5％、「やや過剰」は 28.6％と、大手民間企業の
3 分の 1 が雇用状態は過剰であるとした．さらに雇用調整を実施している企業は 26.1％、
計画中の企業は 24.3％にのぼり、新規採用の抑制、配置転換などを検討していた．  
 内橋が「普通の生活者をリスキーなリングにおびき出す政策」として痛烈に批判 ７する
2000 年代の動向は、労働者の生活水準がまったくといっていいほど向上しない反面、大企
業は経常収支で 21.1％の「大儲け」を続けている８．1997 年から 1998 年にかけて完全失
業率も急激に上昇し、2001 年には 5％を突破９、デフレスパイラルが雇用面にも影響を及
ぼし、潜在失業率を含めると実質的には 10％を超えているとの調査結果もある １０．  
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過熱とバブルの拡大を防ぐため、日本銀行は 1990 年 8 月に公定歩合を 6％の水準にまで
引き上げた．これにより、1990 年 8 月の日経平均株価はついに３万円台を割り込み、人々
が戦後一貫して信じ続けてきた「株式神話」は崩壊した．  




















その前後のわが国の成長率と財政状況を見てみよう [表 1－5－3]．  
 
[表 1－5－3]GNP 成長率と GDP 成長率  
 GNP 実質成長率  GDP 実質成長率  
1990 年度  
1991 年度  
1992 年度  
1993 年度  











                出典：日本銀行『経済統計月報』、大蔵省印刷局、 1996 年 2 月号．  
 






 1992 年度からは、不況の拡大による税収不足が目立ち、 1993 年 7 月確定の同年度決算
では歳入欠陥が 1 兆 5 千億円に達し、政府はその対応を余儀なくされた．しかし、不況に
よる物価や賃金の低下を食い止め、企業の倒産と失業の深刻化を防ぐために、緊急経済対





［表 1－5－4］バブル崩壊後の諸経済対策  
年  次  名   称  金   額  
1992 年  
1993 年  
 
1994 年  








10.7 兆円  
13.2 兆円  
6.0 兆円  
16.3 兆円  
4.6 兆円  
14.2 兆円  
合  計  6 回  65.0 兆円  
                                            日本経済新聞、1992 年 2 月 16 日付．  
  
このように、5 年間のうちに 6 回の景気対策と円高対策がなされ、これを一回平均に直
すと約 11 兆円という大規模なものであったことがみてとれる．さて、これらの資金はど
のように賄われたのだろうか．そこで、歳入についてみてみよう [表 1－5－5]．  
 
[表 1－5－5］国家財政一般会計歳入の構成  



















168 兆円  
173 兆円  
181 兆円  
195 兆円  
204 兆円  
221 兆円  
日本銀行『経済統計年報』 1995 年版．  






政府債務のうちの長期国債残高は、1996 年度予算案で 321 兆円になると大蔵省は発表し
た．これは対 GDP 比で 64.6％という驚異的な水準であった１９．  
（２）「大競争」と構造改革  










実際の雇用情勢をみると、1996 年 5 月には失業者数が過去最高の 240 万人を記録し、
失業率は 3％の大台を越えた．さらに、新興工業国や社会主義国の飛躍的な市場経済の拡
大や工業化の進展とあいまって、「大競争」時代が到来した．日本貿易振興会が 1996 年 6
月に実施した調査によれば２２、海外生産を実施している企業は対象の半数以上にのぼり、
2000 年度に海外生産を実施すると答えた企業はその 7 割を超えた．すなわち、国境を越え













第 3 項  構造改革期におけるわが国の政治的状況  
本項では、1990 年代以降のわが国の政治的状況を、特に、1995 年以降の橋本内閣にお




 1995 年 1 月には、来年度の予算編成に向けて、戦後二度目の「財政危機宣言」が出され









為替への悪影響、のことであるとされた ２５．  
















 財政制度審議会財政構造改革特別部会は 1996 年 12 月の最終報告で、財政構造改革の基
準、目標、方向性を示すとともに、新たな財政健全化目標を打ち出した．これを受けて橋
本首相は同年 12 月 19 日、次のような財政健全化目標を閣議決定した ２８．  





に対して、財政構造改革の場合、目標が複数にわたり設定されている点に特徴が見られる．   
 橋本首相は 1997 年度を「財政構造改革元年」とし、財政再建を内政の重要課題として
位置づけた．ここで、その「財政再建元年」予算としての 1997 年度予算を見てみよう．  




こうした増税により、国債発行額は 4 兆 3 千億円あまり減額され、この結果、国債費を除
く歳出を租税等の範囲内に抑えるという財政健全化目標の一つは辛うじて達成できた．ま





残り 58％が政策経費としての一般支出ということになった ２９．   
 1997 年 1 月 21 日、政府・与党の「財政構造改革会議」（議長：橋本首相）の第一回総
会が開かれ、今後の財政構造改革への当面の日程が決定された．財政再建の基本方針であ










「自民党をぶっこわす」と豪語し、世論の圧倒的な支持を得て 2001 年 4 月に成立した
小泉内閣では、不良債権処理を契機とする「構造改革」が政権のキャッチフレーズとなっ









 第一の「総合規制改革推進会議」における議論の概要をみてみよう ３１．  















































し、本質的な論理が踏襲されていることには変わりはない．   
 ここで、『中間とりまとめ』と『第一次答申』における福祉・保育等分野の規制改革とし
て示されている具体的施策の比較を行ってみよう ［表 1－5－6］．  
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［表 1－5－6］福祉・保育等分野の規制改革の進行  
具 体 的 施  策  中間とりまとめ  第一次答申  
ケアハウス等への株式会社等の参入促進  
PFI 法を活用した施設設置の公設民営方式の推進  
情報公開、第三者評価の推進  
2001 年度中実施  
同  上  
2002 年度中実施  
措置済  
一部済、逐次実施  




2001 年度早期実施  
2001 年度中実施  
2002 年度中実施  
直ちに検討、実施  
一部済、逐次実施  




2001 年度中実施  
2001 年度中実施  
2002 年度中実施  
2001 年度中実施  
2001 年度中実施  
2001 年度中措置  
第一次答申での変化  
グループホームに関する規制改革  →  グループホームに関する情報公開の推進（2001 年度中措置）  
認可外保育所に関する基準の設定  →  認可外保育施設に対する指導監督の徹底（措置済み）  
保育所と幼稚園の統合  →  保育所と幼稚園の施設共有化等による連携強化（直ちに実施）  
社会福祉法人の多様化（2002 年度中結論）  →  社会福祉法人のあり方の見直し（2001 年度中結論）  
第一次答申における新規項目  
特別養護老人ホームのホテルコストの利用者負担（2002 年度中措置）  
介護職の質の向上（2002 年度中措置）  
介護と医療の連携のための諸規制の改革（2001 年度～2002 年度中措置）  
障害者福祉制度の改革（支援費制度の施行状況を踏まえ、介護保険との関係など、直ちに検討、結論）  
保育所への株式会社等の参入の促進（直ちに実施）  
保育士に関する諸規制の改革（2002 年度中に措置）  
保育サービスの利用者に対する直接補助方式の導入（長期的に検討）  
放課後児童の受け入れ体制の充実（2002 年度から逐次実施）  
 

























 そして、2003 年 3 月、『規制改革推進 3 カ年計画（再改定）』（以下、『再改定 3 カ年計
画』）が閣議で決定された．これには「 14 年度重点計画事項」が盛り込まれ、「第 2 次答申」
に述べられた具体的施策について列記されており、そのほとんどが同様の内容となってい
る．  








 2001 年 6 月、初の「骨太の方針」が公表される．この正式名称は『今後の経済財政運営
および経済社会の構造改革に関する基本方針』であり、「知恵を出し、努力をした者が報わ
れる社会をつくる」ことを目的としている．そのために、経済社会の活性化を目的とした




針」では、第 1 章、第 2 章で不良債権処理と社会資本整備のあり方、第 3 章で社会保障制
度改革、第 4 章で地方財政問題、第 5 章で経済財政の中期的見通しを述べている．  
 構造改革が持続的成長につながるとの前提に立ち、規制改革を通じた民間活力の発揮と
支出の効率化や透明性の追求、そして競争原理の活用が全体を通して強調されている．第



































































うとする「有効性の原則」を挙げている．   

























できるような体制を構築することとされた ３８．                       





























 それでは具体的に「社会保障」の分野を見てみよう．  






1997 年 6 月には、「財政構造改革の推進について」が閣議決定され、社会保障関係費に
ついて 1998 年度に約 8000 億円超の当然増について 5000 億円を上回る削減を実施し、
2001 年までの集中改革期間においては、その対前年度伸び率を高齢者数の増加によるやむ
を得ない影響分以下にとどめることを明らかにした．   











1998 年の医療保険改革では、サラリーマン本人の自己負担が従来の 1 割から 2 割と倍
増しただけでなく、薬剤費の別途負担も導入された．また、老人保健法による自己負担も
引き上げられ、受益者負担が一層強化された．  
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第 1 節 NHS・コミュニティケア改革の背景とその概要 
 

































































格の上昇とサービスの質の低下、公共性の侵食といった「影の部分」を生み出した ２５．  














第 2 項  NHS・コミュニティケア改革の概要  
前項では、公共サービス市場化の背景を概観してきたが、本項ではその具体例の一つで



































を下すことは困難であるとしている ３７．  
メイジャーの後を継いだブレア政権は、2000 年 7 月に  
‘The NHS Plan; A plan for investment, A plan for reform’ と題する報告書を公表し、そ





























































いることを指摘したのであった．   
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第 2 節 準市場の原理 
 








境の変化に対 してイギ リス政府 は、支 出の抑制（ containing spending ）、民営 化
(privatisation)、市場の活用 (market forces)、集権化 (centralization)を進めることで対応

















いられたものであるが８、同書の  第 1 章「はじめに」（ Introduction）では、準市場の発
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第 1 項  準市場形成の諸条件  
































































































第 2 項  準市場形成に関する評価基準  
 上記のような達成条件を充足すると、以下の特徴を持つ準市場が形成されることになる． 











れはサービスの質の一部となるだけでなく、給付水準を決定する要素にもなる ５６．  
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第 1 節 保育サービスの準市場化  
 
第１項  改正児童福祉法の成立  





に保育料徴収方法の見直しを行うこと、であり１、その後、同年 6 月 11 日に平成 9 年法第






















第２項  わが国の保育サービス供給体制―1997 年以降の動向―  
 厚生労働省の「社会福祉施設等調査報告」によれば、2000 年 10 月 1 日現在で、わが国
には保育所が 22 万箇所余り設置されており、その定員は 190 万人を超え３、その充足率は
98.8％に上っている４．保育所はわが国における社会福祉施設の中でも、比較的整備が進
められてきたものである．1971 年の「社会福祉施設緊急整備 5 カ年計画」においても、唯
一保育所だけがその目標値を大きく上回り、労働施策・育児施策の役割を果たしてきた．
しかしながら、厚生労働省は 1997 年に児童福祉法を改正し、保育所措置制度の改革を行





























わせて児童福祉施最低基準が改正され、乳児に対する保育士の配置基準が 6 対 1 から 3 対
1 へと引き上げられた．  
 第二は一定の要件を満たした場合に、短時間勤務保育士の導入が容認されたことである．
「短時間勤務」とは、1 日の勤務時間が 6 時間未満であるか、1 ヶ月の勤務日数が 20 日未


































ありながら、第一種社会福祉事業に準じた扱いを受けてきた（ 1963 年、児発第 271 号）． 























































































に、購入者の領域において保護者の果たす役割の拡大が見られるのである ［図 3－1－1］． 
 
［図 3－1－1］ 三者関係の変化  
Ａ.改革以前  
Ｂ．改革以後  
供給者  購入者  利用者  
保育所  市町村  保護者  児童  
供給者  購入者  利用者  







（１）市場構造   
 市場構造についてみる場合、第一は供給主体の分散化・小規模化の状況、第二は「公定
価格」設定の状況に焦点を当ててみることが重要である．  




2002 年 10 月に厚生労働省が実施した「地域児童福祉事業等調査」によれば、公立保育
所数は 12422 箇所で全体の約 56％を占め、公的部門による購入と供給が半数にのぼる．
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３  厚生統計協会編  『国民の福祉の動向  2002 年版』廣済堂、2002 年、321 頁．  
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１ ５  橋爪幸代  「社会保障判例」『季刊社会保障研究』37-1、国立社会保障研究所、2001 年、106 頁．  
１ ６  浅井春夫  『社会福祉基礎構造改革でどうなる日本の福祉』日本評論社、 1999 年、101 頁．  
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2000 年、97 頁．  
１ ８  すし詰め保育や職員による虐待によって大和市の「ちびっこ園」において園児が死亡した事件は記
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（雇児発第 177 号）2001 年 3 月 29 日．  
２ ０  厚生労働省大臣官房統計情報部  『平成 14 年地域児童福祉事業等調査の概況』  
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矢寺太一  「保育サービス供給の変化とその利用構造」『経済地理学年報』 48-2、 2002 年を参照． 
２ ８  厚生労働省、「社会福祉施設等調査」データを平成 11 年と平成 13 年とで比較．  
２ ９  中村強士、前掲論文、141 頁．  
３ ０  厚生労働省は 2001 年に実施した待機児童の調査において、「実質的な待機児童」という概念を用い
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３ １  全国保育団体連絡会  『保育白書（2000 年版）』草土文化社、 2000 年、228 頁．  
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ミネルヴァ書房、2003 年、227 頁．  
３ ３  同上書、228 頁．  
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第 2 節 介護サービスの準市場化  
 






























































































を基準に淘汰される仕組みにもなっている．   
第三に購入主体については、購入主体が小規模で、かつ多数存在することで利用者本位
の達成と一方的価格設定が防止されることになるが、わが国の場合、利用者＝購入者とい























































































































































































































































































おいて全国で 398 件にとどまっている（うち 3 県は 2 件しかない）．窓口のひとつである
国民健康保険団体連合会（国保連）の中には「苦情の無いのはいいこと」と勘違いしてい








ループホーム）は 3.3 倍の伸びを見せている．なお、痴呆性老人グループホームには 2002
年度から 2004 年度までの「緊急措置」として、NPO 法人によるその設置に国庫補助を行
うことになっており、さらなる供給量の増加が目指されている ３７．  
また、メニュー別の量で見てみると、1999 年度平均と 2002 年 4 月現在で比較した場合、
訪問介護の回数は 2.3 倍の伸びを、通所介護の回数では 1.83 倍の伸びを示し、サービス量
で見た場合、施設系サービスに比較して在宅系サービスでの整備が進んでいることが一目
瞭然である．実際、厚生労働省が 2002 年 6 月現在で集計した「介護サービス量等の見込
み」では、第二期介護保険事業計画期間（ 2003 年～2007 年）における各市町村の見込み
分は、居宅サービスでは 32％の伸びを、施設系で 10％の伸びを想定していることを明ら
かにしており３８、今後もこの傾向はいっそう拡大していくものと思われる．  
最後に費用の変化である． 1996 年における高齢者介護費用額の推計では、 2000 年度に
4.1 兆円から 4.8 兆円の間としているが３９、2000 年 4 月から 2001 年 2 月の介護サービス
費支払い実績を見ると、在宅系には 1.1 兆円が、施設系には 2.1 兆円の合計 3.2 兆円が支














ホームは、2000 年 11 月現在で 870 箇所と制度開始以前と比較して 3 倍以上の伸びを見せ












全国平均で 17 箇所なのに対して、5000 人～1 万人未満の人口の市町村においては平均 12


















を共有化」４８するために実施されるので、平均審議時間は 1 ケース当り 4 分足らずとなっ
ている４９．  
2002 年 6 月実施の「要介護認定事務に係わる現況調査結果」では、月間の平均審査件数
が 47.6 件、1 回あたりの平均審査件数は 28.8 回であり、短時間での二次判定であること
が裏付けられる．さらに、審査委員の内訳は医師や歯科医師、看護師などの医療関連専門
職が全体の約 6 割を占めているのに対して、社会福祉士や介護福祉士などの福祉系専門職





















































































年比 5 倍の 390 市町村になっている現状６２からすれば、メニューの多様化は当分見込め














































































                                                   
１  例えば八代尚宏  ｢市場原理に基づく社会福祉改革｣『週刊社会保障』1963 号、1997 年．で、措置制
度は要介護者数の増加に伴って､従来の税=措置制度方式では負担が過重となるばかりか､｢受益者に
とって選択のない行政処分｣として批判している．  
２  清正寛・吉永彌太郎編  『論点社会保障法』  中央経済社、2000 年、300 頁．に次のような記述が
ある．「サービス供給者は（…略…）指定居宅介護サービス事業者、指定居宅支援事業者、介護保険
施設」  









『月刊社会福祉』、2000 年 1 月号．  












９  この取引費用は事前のものと事後とのものに分けられる．詳しくは、  




１ ０  LeGrand,J.＆  Bartlett,W., ‘Quasi-markets and Social Policy ’ Mcmillian, 1991, UK, pp14-15．  
１ １水野博達  ｢2000 年 4 月が過ぎて……－｢介護の社会化とは、｢市場｣での自由のことか？｣  
『大阪市社会福祉研究』23 号、大阪市社会福祉協議会・大阪市立社会福祉研修センター、  
2000 年 12 月、37 頁．  
１ ２  介護保険法は｢市町村は被保険者が○○サービスを受けたときは当該被保険者に対して、○○費を
支給する｣という形式をとり、これは運営主体＝市町村が財政面での責任を中心に負うことと解釈
できる．  




全国社会福祉協議会  『福祉改革Ⅲ』、月刊福祉増刊号、 1991 年、36 頁．参照．  
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第 3 節 障害者福祉サービスの準市場化  
 
















































第２項  支援費制度の枠組みと措置制度によるサービス供給体制との相違点  
（１）支援費制度の枠組み 
ここでは支援費制度の枠組みを、『社会福祉の増進のための社会福祉事業法等の一部を改


























市が 4 分の 1 を、国が 2 分の 1 を負担し、居宅生活支援費等では、都道府県が 4 分の 1 以
内を、国は 2 分の 1 以内を補助できる．  


























































































知的障害児の場合は居宅支給決定保護者であり（児童福祉法第 21 条の 10）、そのほかの
18 歳以上の知的障害者（18 歳未満でグループホーム利用者を含む）、身体障害者の場合に
は、本人（事業法等改正法第 15 条の 6、第 15 条の 12、第 17 条の 5、第 17 条の 11、）と
なっており、利用者補助へと転換した．   
 


























厚生労働省の調査３０では、2003 年 1 月の段階で、申請事業所は身体障害者分野で 2218
ヶ所、知的障害者分野で 3433 ヶ所、児童分野では 1699 ヶ所となった．このうち、実際に
指定を受けたものは、それぞれ、666 ヵ所、1159 ヶ所、533 ヶ所であるが、その割合は全
体の 32.1％と、低い水準にとどまっている．さらに、2002 年 10 月 15 日と 2003 年 1 月
20 日との比較で参入の増減をみると、身体障害者分野では 3.06 倍の伸びが、知的障害者










 第二に「公定価格」である支援費単価の設定３３についてみてみよう．  
支援費単価は複合的な要素に基づいて設定されている．居宅生活支援費を除く領域では、
障害程度区分が A・B・C の三段階に区分される（A から C に行くにつれて障害は軽度と
なる）．また、居宅生活支援費のうち、居宅介護支援は障害の程度に関係なく、30 分単位
で算定される．デイサービス、短期入所、地域生活援助では区分 1～３３４が設けられてお




設置した施設における支援費は、その単価に 1000 分の 965 を乗じること、利用者が入院









低く設定される一方で、夜間、深夜、早朝における支援（ 18 時から 8 時）には、加算が設















































『WAM NET』の積極的な活用が望まれ」４２ている．  
 このように、支援費制度における情報の非対称性の防止には、実施主体である市町村に
よる相談・申請段階での情報提供が、また、契約の締結に際しての書面による重要事項説





記になっている．   
（３）取引費用と不確実性への対応  
















約書ではキャンセル料の扱いについて明記されている．   











 次に、提供者と利用者の「動機付け」について検討する．  






























































































































総務省が 2002 年に行った調査５０では、自宅等からのパソコンの利用は全国で 2976 万
人と推定され、これは全人口の 23％程度に該当する．その上、インターネットの利用には
年収や居住地との間に相関性が見られる．したがって、厚生労働省が主張するこのような





















第 5 項   障害者福祉サービスの準市場化の特徴  













































                                                   
１  柏女霊峰  『児童福祉法の改正をめぐって―次なる改正に向けての試案―』  
1996 年度政策科学研究推進事業、日本子供家庭総合研究所、 1997 年、5 頁．  
２  厚生統計協会  『国民の福祉の動向  2002 年版』廣済堂、 2002 年、218 頁．  
３  厚生省社会・援護局企画課監修  『社会福祉の基礎構造改革を考える  検討会報告・資料集』  
中央法規、1998 年、序文．  
４  同上．  
５  厚生統計協会、前掲書、150 頁．  
６  日本経済新聞、2003 年 1 月 5 日付朝刊「事業者不足  利用者は不安」．  
７  日本経済新聞、2003 年 1 月 21 日付朝刊「補助金『交付基準』めぐる混乱」．  
８  杉山隆一  「改正児童福祉法で保育保障はどうなるか」『賃金と社会保障』 1216 号、旬報社、  
1997 年、5 頁．  
９  相野谷安孝・小川政亮・垣内国光・河合克義・真田是  『2000 年日本の福祉  論点と課題』  
大月書店、1999 年、38 頁．  
１ ０  福田素生  「21 世紀に求められる保育サービス提供システム」『月刊福祉』 2000 年 2 月号、  
全国社会福祉協議会、2000 年、56 頁．  
１ １  以下、社会福祉法等研究会  『速報 社会福祉の増進のための社会福祉事業法等の一部を改正する  
等の法律  新旧対象条文・関係資料』中央法規、2000 年．を参照．  
１ ２  同上書、6 頁には市町村－利用者－指定事業者・施設の三角形図式によって説明されている．なお、  
「基本的な仕組み」は 5 点にわたって説明されているが、それを要約して説明した．  
１ ３  同上書、13-23 頁．を参照．  
１ ４  同上書、17-18 頁．  
１ ５  福祉事務所を設置しない町村には都道府県が負担を行う．同上書、 18 頁．  
１ ６  同上書、18-20 頁．  
１ ７  同上書、20-22 頁．  
１ ８  同上書、108 頁、162 頁、211 頁．  
１ ９  社会福祉法等研究会、前掲書、3 頁．  
２ ０  山縣文治・柏女霊峰編  『社会福祉用語辞典』ミネルヴァ書房、2000 年、229 頁．  
２ １  河本一郎・中野貞一郎編  『新版法学用語小辞典』有斐閣、1993 年、53 頁．  
２ ２  原田尚彦  『行政法要論  全訂第 4 版』学陽書房、1998 年、133-134 頁．  
２ ３  同上書、293 頁．  
２ ４  古川孝順  『社会福祉改革－そのスタンスと理論－』誠信書房、1995 年、80 頁．  
２ ５  同上書、84 頁．  
２ ６  佐藤進  『社会保障と社会福祉の法と法政策  第 5 版』誠信書房、1998 年、188 頁．しかし、同
時に措置制度のメリットとして平等的、安定的、継続的であることを指摘している．  
２ ７  厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課支援費制度施行準備室  『支援費制度関係 Q&A 集』
2002 年 4 月 24 日．  
２ ８  厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部  『支援費制度担当課長会議資料』2003 年 1 月 28 日．  
２ ９  同上．  
３ ０  同上資料．  
３ １  厚生労働省障害福祉課長の発言、『第 7 回社会保障審議会障害者部会身体障害・知的障害分科会議
事録』、2003 年 2 月 12 日．  
３ ２  厚生労働省老健局  『平成 14 年介護事業経営実態調査結果』、2002 年 10 月．  
３ ３「支援費基準について」 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部『支援費制度担当課長会議資料』、
2003 年 1 月 28 日．  
３ ４  区分 1 は全介助、区分 2 は一部介助、区分 3 はそれ以外とされる．  
３ ５  厚生労働大臣の告示では、①利用者の身体的理由により一人での介護が困難な場合、②暴力行為等  
が認められる場合、③前記に準じると認められる場合、とされている．  
３ ６  知的障害者にわかりやすくかかれたものや、点字によるパンフレット作成などである．  
３ ７  厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部『支援費制度担当課長会議資料（支援費制度事務処理要領）』、
2002 年 6 月 14 日、10 頁．  
３ ８  厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部  『支援費制度関係 Q&A 集』2002 年 4 月．  
３ ９  同上．  
４ ０  厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部  『支援費制度関係 Q&A 集』2002 年 8 月．  
４ １  全国社会福祉協議会・地域福祉部  『障害者福祉サービスに関するモデル利用契約書等について』
2003 年 3 月 31 日．  
４ ２  同上資料．  
４ ３  厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部  『支援費制度関係 Q&A 集』2002 年 4 月．  
４ ４  厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部  『支援費制度関係 Q&A 集』2003 年 3 月．  
 157 
                                                                                                                                                                         
４ ５「支援費制度の円滑施行に向けた取り組み」  
第６回社会保障審議会障害者部会身体障害・知的障害分会資料．  
４ ６  パンフレット『支援費制度が始まります』厚生労働省障害保健福祉部作成．  
４ ７  厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部  『支援費制度担当課長会議資料』、2003 年 1 月 28 日．  
４ ８  厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部  『障害者ケアガイドライン』、 2002 年 3 月 31 日．  
４ ９  「支援費制度の円滑施行に向けた取り組み」  
第 6 回社会保障審議会障害者部会身体障害・知的障害分会資料．  
５ ０  総務省  『平成 14 年通信利用動向調査』2003 年 3 月 7 日．  
 158 






























































































































 これらをまとめると以下のような表になる ［表 3－4－1］．  
 
［表 3－4－1］ 創出条件の特徴  














購入主体  購入者＝市町村、保護者  購入者＝利用者  購入者＝利用者（保護者）  
負担方法  税方式応能負担  
市町村により異なる  
定率応益負担（１割）  税方式応能負担    
市町村により異なる      











提供内容  社会福祉法に基づく契約締結  






WAM NET による情報提供  
目的  事業者の選択と契約  











達 成 条 件  保 育 制 度  介 護 保 険  制 度  支 援 費 制  度  
取引  
費用等  
不確実性  少ない  あり  
取引費用
確保  
民間事業者で特に必要  単価に含まれず  










提供主体  設置主体による差  
市町村と事業者の境界の  
曖昧性  
在宅系と施設系事業者に差  未知（単価水準の設定）  
 











達 成 条 件  保 育 制 度  介 護 保 険  制 度  支 援 費 制  度  
ＣＳ  提供者から  契約における可能性は低い  
制度から  所得水準による負担の  
過重感  
ホテルコスト  




































































































 以上の共通性と差異性を整理すると、以下の表のようになる ［表 3－4－2］．  
 
［表 3－4－2］ 創出条件の共通性と差異性  











二領域共通性  保育サービス×介護サービス  （共通性みられず）  
保育サービス×障害者福祉サービス  徴収額に関わる市町村の裁量  

























































































































































































［表 3－5－1］ 創出状況の特徴  






評価  かわらず  粗効率性のレベル  向上可能性あり  
要因  事業主体と運営主体の未分化  











評価  限定的確保  
（メニューの多様化等）  
一定程度確保  向上  





保険給付対象設定に齟齬  当事者の意見表明の機会  
 




評価  実効性が確保されていない  









評価  確保されていない  ニーズと金銭給付の関係において確保  


























































 以上、創出状況の共通性と差異性を見てきた．  
 これらの特徴についてまとめると、以下の通りとなる ［表 3－5－2］．  
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［表 3－5－2］創出状況の共通性と差異性  




三領域共通性  実質的選択性が保障されていない  
二領域共通性  保育サービス×介護サービス  （なし）  
保育サービス×障害者福祉サービス  （なし）  
介護サービス×障害者福祉サービス  ①粗効率性にとどまるも今後に可能性あり  
②ニーズに対応するサービス費用の保障  










介護サービス  ①政策に当事者の意見が反映されにくく、その意味で応答性に乏しい  






















































第 1 節 供給主体の多様化と行動原理  
 










































































































































































築、地域に密着することが有効である ５２．  
第 3 段階は「成長戦略」である．成長戦略の一つには、他の組織を抜き去るという競争
戦略、二つには逆に連合を形成することで利得を得ようとする協調戦略、三つにはニッチ






能的に支えあい、防衛をしていく仕組み」 ５５でもあるといえよう．  
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 このようなアピールは、主に介護サービスの分野でよく見かけることができる．  















































第 2 項  実践主体における準市場化の影響  
次に、サービス提供主体に所属する個々のサービス提供者（実践主体）に及ぼす影響に
ついて、ソーシャル・アドミニストレーションの観点を踏まえて、類型ごとに事例を整理
















 2000 年 12 月、東京都下の某市で、公立保育所運営に関する入札が行われた．応札した
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第 1 節 構造改革期における福祉サービスの概念と特徴  
 



























































































 まず、第 1 段階である「社会福祉事業のあり方に関する検討会」の動きを見てみよう．





例えば、1996 年 9 月 9 日の第 1 回検討会での「福祉、医療は国がやるという方針で行
ってきたことが制度の硬直化を招いていることを認識し、国民に自己責任原則を意識して











保護が求められると結論付けたのであった １１．  
 そして第二段階の中央社会福祉審議会構造改革分科会が提出した『社会福祉基礎構造改
 203 
革について（中間まとめ）』(1998 年 6 月）で、その路線は、よりいっそう明確となる．社
会福祉基礎構造改革は、社会福祉事業、社会福祉法人、福祉事務所を中心とする社会福祉








用者の義務も強調されるようになった １３．  




































































































































































































「気づき」（ society weakens）がなされるような「地域のセンス」（ sense of community）、
②良質のサービス（ higher quality of services）、③柔軟性（ flexibility）、④消費者
（ consumer）としての選択（ choice）、⑤慈善組織、ボランタリー組織を活用することで
のコストの縮小（ reduced costs）、⑥慈善活動の奨励（public preferences for charities）、
⑦社会サービスの役割への注目（more focused role of social services）、の七点を挙げて
いる５６．  
しかし、その一方では、次のような批判も存在すると指摘している．すなわち、第一に
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 さらに、効率性をめぐるもう一つの柱としての配分的効率性（ allocative efficiency）に
ついては、予算やバウチャーの使途に関して利用権を付与するアセスメントと、その使途
の決定とは分けて考えられなければならないという ６．そのために、利用者にはケースマ






































































人間行動に対する「われわれの無知」（ our ignorance）があるためである２９．  
したがって、第三のアプローチとして、人間の行動や動機付けを固定的に捉えず、さま
ざまな動機付けや振る舞いを見せる人間像を前提に、柔軟で耐久力のある福祉政策  


















①ホイズとミーンズ（Hoyes, L., & Means, R.）らの指摘  
 まず、彼らは、準市場における公平性とは、最大多数の利用者に対して提供される一定
の資源の範囲内でしかなく、高価で嗜好的とされるサービスはケアマネージャーなどによ







らすであろうと指摘している３６．   






















































































ーとして位置づけるべきであると指摘 ６４している．   
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第 3 節 福祉サービスの脱市場化  ―福祉サービスから「社会福祉サービス」へ― 
 
第１項  市場主義的福祉サービスの問題点  























































れは規制緩和の対象を決定する過程においても同様の可能性があるという ４．  
 それでは、「社会的規制」の範疇に属する福祉サービスの領域では、どのように考えられ










しての公的部門の役割として位置づけられたのであった ９．  




















































































（Gilliatt,S., Fenwick, J. &  Alford, D.）は、準市場の形成を伴う制度改革は「責任ある
消費者」（ responsible consumer）の登場を求めたが、彼らに対するエンパワメントはされ












































 第一に、規制主体における問題点の緩和である．  
 規制主体である公的部門は、国家を形成する主要な部分であり、その政策決定の方針か
ら絶対的に自由ではありえない．また、基礎自治体レベルにおいても、わが国の場合、通






























































あらわすと、以下のようになろう ［図 5―３－１］．  
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の解釈が一定の「冗長性」（ redundancy）５７のもとに行われるものである．  
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どと展示している．   
一方、自殺者は増え続け、「ネット心中」が頻発し、「ホームレス」は、生活の場をさら
に失う．病院代を捻出するために、タクシー代がもったいないといって腰の治療を受ける
にもかかわらず、徒歩で病院に行く高齢者．   








































いた．現場を知り、実感をもって制度・政策を理解することの大切さを教えられた．   
最後に、筆者の「周り」にいる家族にもお礼を言いたい．昨年の夏に亡くなった祖父は、
生前、「小泉が厚生大臣のときからおかしくなった、今度、総理大臣になったら何が起こる
か分からない」といっていた．生活実感から喝破されたこの言葉は、研究を進めていく上
での大きな原動力となった．また、帯広大谷短期大学を退職する際には、父母にはかなり
の心配をかけたが、心強く支えてもらった．妻の朝子は、筆者が進学したいといったとき
も、退職して執筆に専念したいといったときも、迷うことなく受け入れ、励ましてくれた．
本当にありがたいことであった．加えて、我が家の飼い猫チルチルは、執筆中にノートや
キーボードの上に乗り、進捗に当たって多大な影響を与えたが、同時に癒しも与えてくれ
た．猫の手は借りられなかったが、その「存在」には、ほっとさせられた．  
こうした人々の「＜あいだ＞」の中で生きられたことは、忘れられない．出会えた方々
に、もう一度、感謝を捧げたい．  
 
